
開催日時 場所 出席議員 

５月16 日(月) 

午後7 時～

有明地区公民館 

大会議室 

小園義行 野村広志 小辻一海 

西江園明 丸山 一 小野広嗣

５月17 日(火) 

午後7 時～

やっちくふれあい

センター学習室 

長岡耕二 市ヶ谷孝 八代 誠 

玉垣大二郎 福重彰史 

５月19 日(木) 

午後7 時～

市役所志布志支所 

１階会議室 

平野栄作 青山浩二 持留忠義 

鶴迫京子 毛野 了 上村 環 

あなたの声を 

お聞かせください



【 会 次 第 】 

 １ 開 会 

 ２ 班長あいさつ 

 ３ 出席議員自己紹介 

 ４ 議会からの報告 

 議会の仕組みと役割について 

 平成２８年３月定例会の報告 

 各常任委員会の報告 

 ５ 議員との懇談 

 ６ 閉 会 



議会の仕組みと役割について

◇ 議会の役割 

市議会は、公選された議員２０名で構成されていますが、市民の代表として、地域

の問題の解決、市民福祉向上のために様々な活動をしています。 

１ 議長と副議長 

議員の中から選挙で選ばれます。 

議長は、議場の秩序を保ち、議事を整理し、議会の事務を処理するなどのほか、

議会を代表します。副議長は、議長に事故あるときに代理します。 

２ 執行機関との関係 

一般に、議会は議決機関、市長は執行機関と言われています。 

議会は、合議により市の意思を決定し、執行機関は、その意思の決定を尊重し、

市政を進めます。お互いの関係は「車の両輪」にたとえられます。 

３ 議会の権限 

議決権 …… 条例の制定や改廃、予算の議決、決算の認定など 

調査権 …… 市の事務について調査することなど 

検査権 …… 書類の検閲や報告を請求して行うことなど 

そのほか、監査請求権、意見書の提出権、選挙権など多くの権限があります。 

４ 定例会と臨時会 

定例会は、３月・６月・９月・１２月の年４回開かれ、議員の一般質問が行わ

れます。臨時会は、必要がある場合に開かれます。 

５ 委員会 

全議員で構成し議会の意思決定を行う本会議とは別に、専門的に詳しく審査す

るために、本会議における予備的審査機関として、少数の議員で構成する委員会

が設けられています。 

① 常任委員会 ……… 総務・文教厚生・産業建設の３つの委員会があり、議案

や陳情など調査研究、審議します。 

② 議会運営委員会 … 議会運営について、調査研究、審議します。 

③ 特別委員会 ……… 特定の事件について調査研究、審議するため設置されま

す。 

６ 質疑と一般質問 

質疑は、市長などから提出された議案等に対して、疑問点等を問うことなどを

言います。一般質問は、市政全般について、執行機関に質問することを言います。 

７ 議会事務局 

議会の庶務的事務や議長及び議員の職務を補助する組織として、議会に設置さ

れた組織です。 
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議会の仕組みと役割について

◇ 請願・陳情の提出について 

市などへ意見や要望があるときは、だれでも、ひとりでも請願書や陳情書を市議会

に提出することができます。 

○ 請 願 

憲法第16条に規定された国民の権利として、公の機関に対して要望を述べる行為

です。請願書の提出は、本市議会議員の紹介が必要です。 

○ 陳 情 

陳情書の場合は、本市議会議員の紹介は必要ありません。 

１ 記載する事項 

請願書（陳情書）の様式は任意ですが、日本語を使用して、つぎの事項を記載して

ください。 

・ 請願（陳情）の趣旨 

・ 提出年月日 

・ 請願（陳情）者の住所、氏名、押印 

 ※ 住所、氏名は一般に公開されますので、あらかじめご了承ください。 

２ 提出について 

受け付けは常時行っていますが、定例会前の議会運営委員会前日までに受け付けた

ものが、その定例会の会期中に審査されます。それ以降に受け付けたものは、次回以

降の定例会で審査することになります。 

（提出先）志布志市議会事務局 宛 

     〒899-7492 鹿児島県志布志市有明町野井倉1756 

３ 請願（陳情）書様式例 

請願（陳情）書 

                          平成  年  月  日 

 志布志市議会 

 議長 ○○○○ 様 

               請願者（陳情者）住所 ○○○○○○○○ 

                       氏名 ○○○○○○○○ 印 

                   紹介議員  ○○○○（署名または押印） 

※ 陳情の場合は不要

（件名） ○○○○について 

 請願（陳情）要旨 ○○○○・・・・・・ 

 請願（陳情）事項 ○○○○・・・・・・ 

※ 詳しい日程、手続き等の詳細については、議会事務局へご相談ください。 
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〔１〕志布志市議会構成

〔２〕議員名簿

〔３〕一部事務組合・その他

総 務 常 任 委 員 会 ◎平野　栄作 ◯八代　　誠 玉垣　大二郎 毛野　了 小野　広嗣

【平成２８年４月１日修正】

【平成２６年２月２０日選任】

議        長 岩根　賢二

副　議　長 東　　宏二

文教厚生常任委員会 ◎小園　義行 ◯野村　広志 市ヶ谷　孝 持留　忠義 丸山　　一

（定数７人） 上村　　環

産業建設常任委員会 ◎長岡　耕二 ◯青山　浩二 小辻　一海 西江園　明 東　　宏二

（定数７人） 鶴迫　京子 岩根　賢二

（定数７名） 長岡　耕二 小園　義行

議 会 運 営 委 員 会 ◎小野　広嗣 ◯小辻　一海 野村　広志 八代　　誠 平野　栄作

（定数６人） 福重　彰史

八代　　誠

（定数９名） 小辻　一海 平野　栄作 長岡　耕二 小園　義行

広報等調査特別委員会 ◎玉垣　大二郎 ◯市ヶ谷　孝 青山　浩二 野村　広志

農林水産業活性化対
策等調査特別委員会

（定数９名）

◎長岡　耕二 ◯野村　広志 市ヶ谷　孝 持留　忠義 平野　栄作

毛野　　了 東　　宏二 上村　　環

まちづくり活性化対策
等調査特別委員会
（定数９名）

◎鶴迫　京子 ◯丸山　　一 青山　浩二 八代　　誠 小辻　一海

西江園　明 玉垣　大二郎 小野　広嗣 小園　義行

福重　彰史

【任期：平成２６年２月１２日～平成３０年２月１１日】

議席 氏　　名 住　　　所 電話番号 議席 氏　　名 住　　　所 電話番号

１ 市ヶ谷　孝 有明町野神3400 475-0120 １１ 鶴迫　京子 志布志町志布志1501-25 472-0873

志布志町安楽3376-2 472-2530

３ 野村　広志 松山町新橋211-2 487-3803 １３ 小野　広嗣 志布志町志布志2丁目9-6 473-1448

２ 青山　浩二 有明町伊﨑田8701-6 474-2929 １２ 毛野　　了

志布志町内之倉3358－3 479-2204

５ 小辻　一海 志布志町田之浦2100-1 479-1525 １５

４ 八代　　誠 有明町伊﨑田8808-3 474-2278 １４ 長岡　耕二

有明町野井倉1364-3 474-2356

７ 平野　栄作 有明町原田2011-1 475-2118 １７ 東　　宏二 志布志町帖7328-2 472-2042

６ 持留　忠義 有明町野神4409-2 478-3711 １６ 岩根　賢二

志布志町帖5754-3 472-3541

９ 丸山　　一 有明町野井倉8385 477-1271 １９ 上村　　環 松山町尾野見376 487-9724

８ 西江園　明 志布志町安楽2186-1 472-0557 １８ 小園　義行

松山町泰野3720-2 487-9465

曽於南部厚生事務組合 青山　浩二 毛野　　了 東　　宏二 小園　義行

１０ 玉垣大二郎 志布志町安楽1152-4 473-1729 ２０ 福重　彰史

大隅曽於地区消防組合 八代　　誠 岩根　賢二

曽 於 地 域 公 設 地 方
小辻　一海 持留　忠義 長岡　耕二卸 売 市 場 管 理 組 合

曽於北部衛生処理組合 野村　広志

曽於地区介護保険組合 平野　栄作 西江園　明 鶴迫　京子

福重　彰史 　　※任期平成28.2.21～

漁業振興対策協議会委員 小辻　一海 西江園　明

　　※任期　平成28.4.1～平成30.2.11
林業振興対策協議会委員

監 査 委 員 上村　　環

八代　　誠 小園　義行

農業振興対策協議会委員 市ヶ谷　孝 持留　忠義

商工業振興対策協議会委員 丸山　　一 鶴迫　京子

農 業 委 員 会 委 員 青山　浩二 西江園　明
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議会の仕組みと役割について

◇ 市議会の状況 

条例定数   ２０人 

現 員 数   １９人 （平成28年４月１日現在） 

【会派別】（平成２８年４月１日現在） 

会派名 真政志の会 公明志民クラブ 会派に属さない議員 

議員数 ８人 ４人 ７人 

【年齢別】（平成２８年４月１日現在） 

年 代 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代 ６０歳代 ７０歳代 

男 １人 １人 ５人 １１人  

女     １人  

※ 最年長６９歳  最年少３４歳  平均年齢５９歳 

【当選回数別】（平成２８年４月１日現在） 

回 数 １回 ２回 ３回 

議員数 ６人 １人 １２人 

【議員報酬等】 

役職名 
月     額 

改 定 前 改 定 後 

議   長 ４０２，０００円 ３９４，７００円 

副 議 長 ３１６，６００円 ３１０，３００円 

委 員 長 ３０８，５００円 ３０２，３００円 

議   員 ２９４，０００円 ２８８，１００円 

市   長 ８４８，０００円 ８３１，０００円 

副 市 長 ６６７，０００円 ６５４，０００円 

教 育 長 ６２２，０００円 ６１０，０００円 

 ※ 平成 27年４月１日改定。ただし、経過措置として平成30年３月31日まで

改定前の額を支給する。 

【政務活動費】 

区分 単 位 月 額 

会派 会派の所属議員１人あたり １５，０００円 

議員 １人あたり １５，０００円 
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議会の仕組みと役割について

【常任委員会】（平成２８年４月１日現在） 

委員会名 
定数 

(現員) 
所   管 

総務 

常任委員会 

７人 

(６人) 

総務課・財務課・企画政策課・情報管理課・港湾商工課 

税務課・会計課・議会＆監査事務局・選挙管理委員会 

文教厚生 

常任委員会 
７人 市民環境課・福祉課・保健課・教育委員会 

産業建設 

常任委員会 
６人 

農政畜産課・耕地林務水産課・建設課・農業委員会 

水道課 

委員会名 定数 所   管 

議会 

運営委員会 
７人 

・会期及び日程並びに運営に関すること 

・議案、修正案、請願等の取扱いに関すること 

・議会基本条例の推進に関すること 

・その他議会運営及び議長が必要と認めた事項に関するこ

と 

【特別委員会】（平成２８年４月１日現在） 

委員会名 定数 所   管 

広報等調査 

特別委員会 
９人 

・「議会だより」発行に関すること 

・その他調査に関すること 

まちづくり活

性化対策等調

査特別委員会 

９人 

・サンポートしぶしアピアやＪＲ志布志駅を中心としたま

ちづくりの在り方に関する調査 

・歴史のまちづくり及び商店街活性化に関する調査 

・東九州自動車道及び高規格道路（都城志布志道路）の建

設促進に関する調査 

・港湾整備の現状と今後の計画等整備促進に関する調査 

・臨海工業団地の整備に伴う企業誘致及び雇用促進に関す

る調査 

・その他、目的達成のための調査 

農林水産業活

性化対策等調

査特別委員会 

９人 

・ＴＰＰ協定発効における影響と対策に関する調査 

・農産物の輸出促進に関する調査 

・農林水産業におけるブランド化推進に関する調査 

・ＵＩＪターン等就農促進対策に関する調査 

・農業従事者の高齢化と後継者不足対策に関する調査 

・その他目的達成のための調査 
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議会の仕組みと役割について

【議会選出委員】 

 ○志布志市監査委員（１人） 

 ○志布志市農業委員（３人） 

 ○志布志市農業振興対策協議会委員（２人） 

 ○志布志市商工業振興対策協議会委員（２人） 

 ○志布志市林業振興対策協議会委員（２人） 

 ○志布志市漁業振興対策協議会委員（２人） 

【議員選任一部事務組合】 

 ○曽於南部厚生事務組合（４人） 

 ○曽於地域公設地方卸売市場管理組合（３人） 

 ○大隅曽於地区消防組合（２人） 

 ○曽於地区介護保険組合（３人） 

 ○曽於北部衛生処理組合（１人） 
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議会の仕組みと役割について

○志布志市議会基本条例 

平成25年12月20日 条例第31号 

改正 平成27年12月22日 条例第38号 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 議会及び議員の活動原則（第３条―第５条） 

第３章 市民と議会との関係（第６条・第７条） 

第４章 議会と執行機関との関係（第８条―第10条） 

第５章 議員間の自由討議（第11条・第12条） 

第６章 委員会の活動（第13条） 

第７章 政務活動費（第14条） 

第８章 議会及び議会事務局の体制整備（第15条―第18条） 

第９章 議員の定数及び報酬の原則（第19条・第20条） 

第10章 補則（第21条） 

附則 

志布志市議会（以下「議会」という。）は、二元代表制の下、市民から選挙で選ば

れた議員で構成される議事機関として志布志市長（以下「市長」という。）とともに、

市民の負託に応える責務を負っている。 

議会は、合議制の機関の特性を最大限に生かすために、開かれた議会づくりを推進

し、多くの市民と意見を交換し、議員同士の議論を活発に行い、論点及び課題を明ら

かにして、多様な市民の意見を集約していく必要がある。また、市長とは、相互に緊

張ある関係を保ち、政策の立案及び提言をするとともに、本市としての最良の政策を

導き、その執行を監視し、評価していくことが求められている。 

これらを実現するために議会及び議員は、不断の努力を重ね、資質を高め、真に、

市民の負託に応えるため、その根幹をなす支柱として、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、議会及び議員に関する基本的事項を定めることにより、議会及

び議員の活動の活性化、市民への情報公開並びに市民参加の推進を図り、もって市

民の福祉の向上及び市政の発展に資するとともに、本市の将来像である「やすらぎ

とにぎわいの輪が協奏するまち」を実現することを目的とする。 

（最高規範性） 

第２条 この条例は、議会における最高規範であって、議会は、この条例の趣旨に反

する議会の条例、規則等を制定してはならない。 

第２章 議会及び議員の活動原則 

（議会の活動原則） 
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議会の仕組みと役割について

第３条 議会は、次に掲げる原則に基づき、活動しなければならない。 

(1) 公正性及び透明性を確保し、市民に開かれた議会を目指すこと。 

(2) 市民の多様な意見を的確に把握し、市政に反映させるための運営に努めるこ

と。 

(3) 議会内での申合せ事項は、不断に見直しを行うこと。 

(4) 市民の傍聴意欲が高まる議会運営を行うこと。 

（議員の活動原則） 

第４条 議員は、次に掲げる原則に基づき、活動しなければならない。 

(1) 議会の構成員として、市民全体の福祉の向上を目指すこと。 

(2) 議会が言論の府であること及び合議制機関であることを十分認識し、議員相

互の自由な討議を重んじること。 

(3) 市政の課題全般について、市民の意見を的確に把握するとともに、政策の立

案等に必要な能力の向上を図るため、不断の自己研さんに努め、市民の代表とし

てふさわしい活動をすること。 

（会派） 

第５条 議員は、議会活動を行うため、会派を結成することができる。 

２ 会派は、政策を中心とした同一の理念を共有する議員で構成し、活動する。 

第３章 市民と議会との関係 

（市民と議会との連携） 

第６条 議会は、市民に対し、積極的にその有する情報を発信し、説明責任を十分果

たさなければならない。 

２ 議会は、本会議のほか、全ての会議を原則公開とする。 

３ 議会は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第100条の２に規定する専門的事項

に係る調査並びに同法第115条の２第１項に規定する公聴会制度及び同条第２項に

規定する参考人制度を十分に活用して、市民等の専門的又は政策的識見等を議会の

討議に反映させるよう努めるものとする。 

（議会報告会） 

第７条 議会は、議会活動を報告するとともに、市政の諸課題に柔軟に対処するため、

議員及び市民が自由に情報及び意見を交換する議会報告会を開催するものとする。 

第４章 議会と執行機関との関係 

（議員と市長等との関係） 

第８条 議会審議における議員と市長その他の執行機関及びその補助職員（以下「市

長等」という。）との関係は、次に掲げるところにより、緊張関係の保持に努めな

ければならない。 

(1) 本会議における議員と市長等との質疑応答は、論点及び争点を明確にするた

め、一問一答の方式で行う。 

(2) 議長から本会議並びに常任委員会、議会運営委員会及び特別委員会（以下「委

員会」という。）への出席を要請された市長等は、議長又は委員長の許可を得て、
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議会の仕組みと役割について

議員の質問に対して反問することができる。 

２ 市長等は、議員が行う市長等への口頭による要請に対して、両者の関係の透明性

を図るため、日時、要請内容、対応、経過等を記録した文書を作成するものとする。 

（議会審議に係る情報の提供） 

第９条 市長等は、提案する重要な政策について、議会審議を通じて、その政策水準

の向上を図るため、次に掲げる事項に関する情報を明らかにしなければならない。 

(1) 重要な政策を必要とする理由 

(2) 振興計画における位置付け 

(3) 関係法令、条例等 

(4) 財源措置 

(5) 他の市町村の類似政策との比較検討 

（予算及び決算における政策説明） 

第10条 市長等は、予算及び決算の議会審議に当たっては、分かりやすい政策別又は

事業別の説明に努めるものとする。 

第５章 議員間の自由討議 

（議会の合意形成） 

第11条 議会は、議員相互間の自由討議を中心に運営しなければならない。 

２ 議会は、本会議及び委員会において、議案並びに請願及び陳情に関して審議し結

論を出す場合、議員相互間の議論を尽くして合意形成に努めるものとする。 

（政策討論会） 

第12条 市政に関する重要な政策及び課題に対して、議会としての共通認識の醸成を

図り、政策の立案及び提言を推進するため、政策討論会を開催するものとする。 

第６章 委員会の活動 

（委員会の活動） 

第13条 委員会審査に当たっては、市民に対し、資料等を積極的に公開するとともに、

分かりやすい議論を行うよう努めなければならない。 

２ 委員長は、委員会の秩序保持に努め、報告に対する質疑に責任を持って答弁しな

ければならない。 

第７章 政務活動費 

（政務活動費の執行等） 

第14条 議員及び会派は、政策の立案及び提言を行うため、政務活動費を活用し、積

極的に調査研究その他の活動に努めなければならない。 

２ 議員及び会派は、政務活動費の使途の透明性を確保するとともに、市民に対し説

明責任を負うものとする。 

３ 政務活動費の交付に関し必要な事項は、別に条例で定める。 
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議会の仕組みと役割について

第８章 議会及び議会事務局の体制整備 

（議員研修の充実強化） 

第15条 議会は、議員の政策形成及び立案能力の向上等を図るため、議員研修の充実

強化に努めるものとする。 

２ 議会は、議員研修の充実強化に当たり、広く各分野の専門家、市民等との研修会

を積極的に開催するものとする。 

（議会事務局の体制整備） 

第16条 議長は、議員の政策形成及び立案を補助するため、議会事務局の調査及び法

務機能の充実強化に努めるものとする。 

（議会図書室の充実） 

第17条 議会は、議員の調査研究に資するため、議会図書室の図書の充実に努めるも

のとする。 

（議会広報の充実） 

第18条 議会は、市民への情報の提供及び広報紙その他の手段による広報の充実を図

り、広報活動を積極的に推進するよう努めるものとする。 

２ 議会は、情報技術の発達を踏まえた多様な広報手段を活用することにより、多く

の市民が議会及び市政に関心を持つよう努めるものとする。 

第９章 議員の定数及び報酬の原則 

（議員定数の原則） 

第19条 議員定数は、原則として行財政改革の視点だけではなく、市政の現状・課題

及び将来の予測・展望を十分に考慮したものとする。 

２ 議員定数の条例改正議案は、市民の直接請求による場合及び市長が提出する場合

を除き、議員定数の基準等の明確な改正理由を付して、議会運営委員会又は議員が

提出するものとする。 

（議員報酬の原則） 

第20条 前条の規定は、議員報酬について準用する。この場合において、同条中「議

員定数」とあるのは、「議員報酬」と読み替えるものとする。 

第10章 補則 

（見直し手続） 

第21条 議会は、必要に応じて、この条例の目的が達成されているか否かを議会運営

委員会において検討するものとする。 

２ 議会は、前項による検討の結果に基づいて、この条例の改正を含む適切な措置を

講ずるものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年12月22日条例第38号） 

この条例は、平成28年４月１日から施行する。 
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◇　平成27年度　志布志市議会開催及び議決状況等

議会開催状況 （日）

臨時会

６月 ９月 12月 ３月 ２月

22 24 19 22 2

付議事件 （件）

６月 9(1) 5 1 2 17

９月 4 9 1 9 1 24

12月 10(2) 5 13 1 1 30

３月 18 18 7 1 2(2) 3 49

臨時会 ２月 2 1 3

43(3) 37 22 9 4 2(2) 6 123

議決件数 （件）

38 5 43

35 2 37

2 7 9

5 17 4 26

2 2

80 17 2 18 117

請願・陳情の処理状況 （件）

区　分 採　択 一部採択 趣旨採択 不 採 択 取り下げ 審議未了 継続審査 そ の 他

請　願

陳　情 4 8

一般質問状況 （人）

６月 ９月 12月 ３月

11 10 6 10

そ  の  他

否決
不認定

同意
承認
認定等

区分
定例会

会期　日数

区分 条例
(議員提出)

予算
事件
決議

決算

計

条　　例

予　　算

決　　算

区分
定例会

質問者数

計

計

計

同意
諮問

意見書
決　議
(議員提出)

陳情 請願

定
例
会

意見書・決議

区分 原案可決 可決 修正可決
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各常任委員会の報告 

【総務常任委員会での審議内容（抜粋）】 

◇ 平成２８年度予算関係 

1 税務課 

○ 地籍適正化事業…200万円   ○ 土地評価策定業務…2,286万9千円 

○ 雑種地評価業務委託…600万円 ○ 新築家屋調査業務委託…400万円 

問：委託先の選定方法は。 

答：全て随意契約だが、入札・契約運営委員会に諮り、他の会社の設計単価等

を参考にし、継続して契約しないと評価の精度が下がるという説明を行っ

ている。他に契約の相手方がいないか検討したが、１筆ごとに画地計算し

ているところはないなど、他の会社とは評価の精度が違う。 

2 総務課 

○ 消防団車両整備事業 …… 3,864万 3千円 

問：更新が計画されている消防車両の配置先は。 

答：志布志方面隊中央分団の水槽付き消防ポンプ車１台と、潤ヶ野八野分団八

野分隊の小型動力ポンプ積載車１台を更新する。 

○ 長期保存文書電子化事業 …… 216万円 

問：長期保存文書の電子化は４年計画の最終年度に入るが、保存年限３０年以

上の文書は、平成２８年度で全て電子化が終わるのか。 

答：平成２８年度までで、長期保存文書全体で約 1,200 箱のうち 400 箱、

およそ３分の１が電子化される。平成２６年に２号書庫が完成し、現在の

保存量が５０％程度であるため、そこで保存しきれなくなった場合には、

再度電子化を検討する。 

３ 企画政策課 

○ 地域おこし協力隊事業 …… 6,716 万 9千円 

問：平成28年度は何人の採用を予定しているか。また市民の理解が不足して

いると思われるので、もっと情報発信していくべきではないか。 

答：１２名を募集している。行政側からの情報発信が不足している点について

は認識している。活動内容について、定期的に紙媒体やＳＮＳ・ホームペ

ージ等を使ってお知らせをしていきたい。 

○ ふるさと志基金寄付金 …… 20億円 

問：目標額達成のためのプラン・構想は。 

答：寄付の手段を増やすため、ふるさとチョイス、楽天、ＡＮＡのポータルサ

イトを活用する。周知の方法として、関東地域からの寄付が過半数を超え

ているので、そのエリアに絞って各種メディアを活用したＰＲを実施する。

ＰＲ・広告については、継続して実施する必要がある。ふるさと納税に対
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各常任委員会の報告 

する返礼品のうち、うなぎが全体の６割強、肉が約２割を占めているため、

それらの業者を直接訪問して供給体制の確保に努める。また、アイテム数

を増やすため特産品協会主催で地元業者への説明会を開催する。なお、平

成２８年度から港湾商工課が担当課となる。 

４ 情報管理課 

○ 告知放送端末管理事業 …… 1,442 万 6千円 

問：告知放送端末の管理については、予算も逼迫している中、市の財源を使い

ながら実施しているが、市内転居の場合の費用負担はどうなるのか。 

答：平成２８年度中に今後の方針を検討する。現在は端末が設置された借家か

ら転居する場合、端末は設置したままにしておき、その借家を取り壊す場

合は市の費用負担で撤去する。新築住宅については、一人１回までは無料

で設置する。持ち家から持ち家は自費で移設する。撤去した端末のうち、

利用可能なものは再利用している。 

５ 港湾商工課 

○ 志布志駅舎等整備事業 …… 4,095 万 5千円 

問：志布志駅舎の整備については、議会も特別委員会を設置し、今後踏み込ん

だ議論を行うこととしている。市と議会で、ともに協議しながら進めてい

くべきではないか。 

答：庁内で議論してきているが、最終到達点までに至っていない。まだ協議を

深めなければならない点もあり、協議内容に進展があればその都度議会に

も示し、了解の上で進めたい。 

○ 市臨海工業団地整備事業 …… 9,840万 5千円 

問：２工区の造成に、工事請負費と原材料費が別に計上してある理由は。 

答：これまでお金のかからない公共残土の受け入れをベースに造成を行ってき

たが、平成２７年度については国からの道路関係予算も少なく、公共残土

の受け入れも少なかったため、２工区が完成しなかった。２工区の販売を

急ぐ為、残土の受け入れではなく原材料として約４万 の土砂購入を予定

している。 

◇ 条例関係 

○ 副市長の定数を定める条例の一部を改正する条例 

問：地方創生人材支援制度を活用し、国土交通省から副市長としてきていただ

くという事だが、本市では既に地方創生の計画を策定している。この計画

を実行性のあるものとして、国とのパイプを生かして取り組んでもらうの

か。 

答：「志布志市まち・ひと・しごと・こころざし創生戦略」の効率的な実施や

進捗管理を担ってもらう。また、道路・港湾・工業団地等の事業にも主体

的に取り組んでもらう人材をお願いする。 
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各常任委員会の報告 

【文教厚生常任委員会での審議内容（抜粋）】 

◇ 平成２８年度予算関係 

1 福祉課 

○ 年金生活者等支援臨時福祉給付金支給事業 …… ２億 4,127万２千円 

  ［目的］ 国の「一億総活躍社会」の実現に向け、個人消費の下支えにも資する

よう低所得の高齢者等を対象にした給付事業。 

問：システム開発費はいくらか。また、対象者はどれくらいか。 

答：システム開発費は 480 万円で、対象者については、概ね 7,700 人を見

込んでいる。 

○ 就労準備支援事業 …… 287万１千円 

［目的］ 生活が苦しくなる前の段階での自立支援対策とし、就労に向けた基礎

能力の向上などにつながる支援を計画的に実施する事業です。 

問：就労支援のあり方は。 

答：パート、アルバイトなどによる就労開始に向けたつなぎとなる、相談業務

や紹介業務です。 

２ 保健課 

○ ウェルカム赤ちゃん事業 …… 404万円 

［目的］ 妊娠から乳幼児期までの育児・食育の支援及び思春期の子どもに生命

の尊さを理解することにより、将来の母性又は父性の形成を支援する。 

問：メールマガジンの登録対象者数はどれくらいか。 

答：３歳未満児が対象となるため、年間出生数から 1,120 名程度の登録を見

込んでいる。 

問：親子ふれあいサッカー事業について、なぜサッカーなのか。 

答：療育施設での取り組み例があることや研修での高評価に加え、子どもがで

きるボール遊びであること、一定の距離をもった競技であること、ルール

のある競技であること等から選択した。 

３ 教育総務課 

○ 市内高等学校支援事業 …… 200万円 

［目的］ 志布志高校及び尚志館高校に対し支援を行うことにより、保護者負担

の軽減及び市内高等学校の活性化を図る。 
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各常任委員会の報告 

問：県の志布志高校の在り方検討委員会に市としてどのように臨んできたか。 

答：存続を求める要望を続けながら、可能な支援について検討してきた。 

４ 学校教育課 

○ タブレットパソコン導入事業（小学校） …… 3,675万 5千円 

○ タブレットパソコン導入事業（中学校） …… 1,792万円 

［目的］ 児童、生徒の情報活用能力の向上、学力向上を図る。また、教職員間

での ICT活用能力の向上を図る。 

問：どのような導入計画か。 

答：小学校については、完全複式校の潤ヶ野小、田之浦小、森山小のほか、地

区ごとに伊﨑田小、安楽小、泰野小の3校をモデル校とし、中学校につい

ては、志布志中学校をモデル校として導入する。台数については、完全複

式校については全児童分、地区ごとの伊﨑田小、安楽小、泰野小及び志布

志中については、当該校の人数が一番多いクラスの人数に合わせて導入す

る。また、モデル校の教師用、ICT 支援員用に数台を導入する。さらに、

モデル校以外の14校についても、教師用として各学校に２台程度を導入

する。 

問：先生たちの対応は大丈夫か。 

答：ICT支援員を雇用し、操作法や活用法について各学校での支援を実施する。 

◇ 条例関係 

○ 志布志市奨学金貸与条例の一部改正について 

  [内容]①奨学金を借りる世帯全員の合計所得に関する要件が撤廃された。 

     ②奨学金の額 （改正前）月額30,000円 

            （改正後）月額30,000円又は月額50,000円 

     ③奨学金の返還期間 

    （改正前）卒業、中途退学した日の1年後から5年以上10年以内 

    （改正後）卒業、中途退学した日の1年後から15年以内 

問：所得制限はなくなるが、人数制限はあるのか。 

答：改正前の条例でも同じ世帯で２人以上が奨学金を借りる場合、所得制限は

なく、人数制限についてもない。第１子が奨学金を借りる場合の所得制限

がなくなることになる。 

問：現在の奨学金の利用者は。 

答：貸付総数は、548人である。 
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各常任委員会の報告 

【産業建設常任委員会での審議内容（抜粋）】 

◇ 平成２８年度予算関係 

1 耕地林務水産課 

○ 農道維持事業 …… 2,106万 9千円 

基幹農道伐採及び農道維持補修委託業務 …… 108万 4千円 

おおすみまるごと観光案内板整備工事 …… 200万円 

JR日南線受託事業負担金 …… 1,500 万円 

農道維持に伴う重機借上料及び原材料費 …… 224万円 

問：未整備の荒れた農道を多く見かける。同意済の路線も改修が進まない状況

だ。また、原材料支給が10㎥でわずかに足りず翌年度回しになる場合も

ある。増量も含め、今後の農道管理についての考え方を問う。 

答：農道改良が進まない状況である。同意済の路線は、農業基盤整備促進事業

での改良を進めているが、予算的に厳しい状況であり、一般単独での対応

を財務課に相談する。原材料支給は要望も多く、多くの箇所に配布するた

め10㎥を限度としている。 

○ 林道整備事業 …… 2,441万 9千円 

八野線 林道舗装工事（延長700ｍ） 

御在所岳線 分筆登記委託料、用地取得費、立木補償費 

問：未改良の林道が、どれくらいあるのか。 

答：平成25年度以降、八野線の改良舗装工事を6年計画で実施し、平成31

年に完了見込みである。残りの未舗装路線は陣岳線で800ｍ残っている。 

2 農政課 

○ 機構集積協力金事業 …… 5,057万 2千円 

問：機構集積協力金事業の内訳は。 

答：地域集積協力金（地域内農地面積のうち、農地中間管理機構へ貸付けられ

た割合に応じ地域に交付）543 万円、経営転換協力金（経営転換・離農

による機構への農地貸付農業者に交付）4,330 万円、耕作者集積協力金

（農地を機構に貸付けた所有者等に交付）160万円が主なものです。 

○ 農業生産対策事業 …… 1,730万円 

生産規模拡大、高品質化及び生産資材の低減を目指す農家への助成。 

主な対象施設、機械 ⇒ 暖房機、自動開閉装置、循環扇、育苗施設、高設

栽培施設、野菜移植機、ポリ自動巻取機など 

問：ヒートポンプの助成が燃油価格の低下により廃止されているが、新規就農

者は、初期段階の投資が負担になる。新たな支援策が必要ではないか。 

答：ＴＰＰ対策に伴うコスト低減を目的とした“産地パワーアップ事業”が見

込まれているので、施設園芸のコスト削減という観点で検討を進めていく。 
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各常任委員会の報告 

３ 畜産課 

○ 資源リサイクル畜産環境整備事業 …… 2,025万 7千円 

家畜排泄物処理施設整備（1棟1,170㎡ほか） …… 1,920 万 8千円 

測量、試験費（２地区） …… 104万 9千円 

問：今後の建屋建設の進展及び広大な面積を考慮すると、調整池の容量は安全

基準をクリアしているのか。 

答：牛舎と堆肥舎の間に、簡易調整池を1箇所設けている。既存の排水路を利

用した砂溜まり場も含め、設計基準上の容量をクリアしている。 

○ 肥育経営支援対策事業 …… 1,243 万円 

黒毛和牛（補助単価3万円×355頭）…1,065万円 

Ｆ1子牛（補助単価1万円×120頭）…120万円 

Ｆ1初生牛（補助単価5千円×80頭）…40万円 

ホルスタイン初生牛（補助単価2千円×90頭）…18万円 

問：対象農家が減少している。子牛価格の高騰や飼料価格の高止まりが要因か。 

答：前年度に比較して減少している。以前、黒毛和牛の補助基準を5万円で設

定していたが、対象農家の声を聞き、協議をしながら、現在の3万円とな

った。市の財政状況も考慮し、現状維持とした。 

４ 建設課 

○ 住宅リフォーム助成事業 …… 1,000万円 

リフォーム助成（上限額15万円）、耐震診断助成（上限額6万円）、耐震改

修助成（上限額30万円） 

○ 危険廃屋解体撤去事業 …… 1,200 万円 

危険家屋等の解体撤去に伴う費用の補助（補助率1/3、上限額30万円） 

問：27 年度の住宅リフォーム助成事業の経済効果は。また、本年度で最終年

度となるが、今後の事業存続をどう考えているか。 

答：全体事業費で、1億2千万円程度である。波及効果を含め、経済に及ぼす

影響は大きい。継続を強く要望していきたい。 

５ 水道課（水道事業会計） 

○ 野神原・芝用地区石綿管布設替事業 …… 8,000万円 

・生活基盤近代化事業（国庫補助事業）により、旧有明町内の石綿管の布設

替改修工事 

・野神原、芝用地区（主に国道269号線沿い）の約2,200ｍの布設替工事 

問：今回、石綿管布設替事業の予算が計上されているが、市内に石綿管が、ど

れくらい残っているのか。 

答：送水管、配水管あわせて約5km残っている。今回の工事で、主に国道269

号線沿線の約2.2kmを改修する。 
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各常任委員会の報告 

◇ 条例関係 

○ 農業委員会等に関する法律の改正について 

（主な改正点） 

項目 改正前 改正後 

委員の選出方法
地区割りによる公選制で選

挙による選出 

市内から市長が選任し、議会

において承認を得る 

委 員 数 30名 20名 

構 成
農業委員 

協力員 

農業委員 

(半数を認定農業者が占める) 

農地最適化推進委員 

上記のとおり、志布志市の農業委員は、実質10名の減少。また、現地調査

を専門に行う、農地最適化推進委員を農業委員が指名し委嘱。 

問：公選制が市長選任となり、委員数が10名減になる。農業委員として果た

すべき業務遂行に支障を来たさないのか。 

答：従来の農業委員としての業務の一部を、農地利用最適化推進委員にお願い

する。それでも業務達成が困難な場合、協力員を必要に応じ補充する。 

農業委員、農地最適化推進委員の選任イメージ 

市 長 農 業 委 員 会

地域の農業者や農業団体等 

農地利用最適化推進委員 

（新設） 農 業 委 員 

市 

議 

会 

任命 (同意) 委嘱

推薦・公募 
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◇ 議員との懇談 

◇ メモ 

本日はご参加いただき、誠にありがとうございました。 
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